
居宅介護支援費の算定に係る特定事業所集中減算の取扱いについて

１．特定事業所集中減算について

毎年度２回の判定期間に作成された居宅介護サービス計画のうち、対象となるサービス

のいずれかで、同一法人が開設する事業者によって提供されたものの占める割合が８０％

を超えている場合には正当な理由がある場合を除いて、減算適用期間の全ての居宅介護支

援費が１月２００単位／件の減算となります。

※判定対象となるサービス・・・訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着型通所介護

２．判定の方法について

（１）判定は毎年度２回（前期及び後期）行います。

判定期間 村への報告期限 減算適用期間

前期 ３月１日から８月末日※１ ９月１５日※２ １０月１日から３月３１日

後期 ９月１日から２月末日 ３月１５日 ４月１日から９月３０日

（※１平成３０年度の前期の判定期間は４月から８月末日 ※２平成３０年度は９月１８

日）

（２）指定居宅介護事業所ごとに、上記判定対象サービスを位置付けた居宅介護サービス計

画件数をカウントし、判定対象となるサービス別に、それぞれ最も紹介件数が多かっ

た法人を特定し、当該法人の事業所を位置付けた件数が占める割合を計算してくださ

い。

紹介率最高法人が占める割合が、いずれかのサービス一つでも８０％を超えた場

合、上記減算適用期間の全ての居宅介護支援費が減算となります。

（３）「特定事業所集中減算報告書」を作成し、判定の結果が８０％を超えた場合は、「特定

事業所集中減算報告書」に必要事項を記入し、事業者保存分と役場から提出分を作成

し、提出分を村に提出してください。（報告書の様式は明日香村ホームページからダ

ウンロードできます。）

（具体的な計算式）

当該サービスに係る紹介率最高法人の居宅サービス計画数

当該サービスを位置づけた計画数

※紹介率最高法人・・・最も多く居宅サービス計画に位置づけられている法人



８０％を超えなかった場合につきましては、報告書の提出は必要ありませんが、介

護報酬が正当であることを示す根拠として、当該報告書の作成、及び当該判定にかか

る減算適用期間終了後から５年間の保存が必要です。（実地指導等で確認させていた

だきます。）

３．正当な理由の範囲について

８０％を超えたことについて、次のパターンⅠ～Ⅴのいずれかに該当する場合は、正当な

理由があるものとして、特定事業所集中減算の対象外とします。

パターン 正当な理由としてみとめられる内容 取扱

Ⅰ
居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域において、対象のサ

ービス数が５事業所未満である。

８０％超

容認

Ⅱ
特別地域居宅介護支援加算を受けている居宅介護支援事業者で

ある。

８０％超

容認

Ⅲ
判定期間の１月当たりの平均居宅サービス計画件数が

２０件未満である。

８０％超

容認

Ⅳ
判定期間の１月当たりの居宅サービス計画のうち、各サービスを

位置づけている計画件数が１月当たり平均１０件以下である。

８０％超

容認

Ⅴ
その他、客観的な根拠に基づいて、当該事業所を選択せざるを得

なかった正当な理由があると村長が認める場合。

対象件数

控除

※パターンⅤに該当し、算定控除されたい事情がある場合は、その内容が明記された記録資

料の写し（議事録や支援経過等、事実を証明するもの）を添付してください。

○特定事業所集中減算については、本村から減算適応結果通知があった場合においても自

動的に変更されるものではありませんので、変更が生じた場合変更が生じた場合は必ず

更届出書を提出してください。


